別紙１
内子町歴史観光交流拠点施設指定管理者業務仕様書
1. 業務の名称
内子町歴史観光交流拠点施設指定管理者業務
2. 業務の目的
内子町（以下「町」という。）では令和元年6月に認定された歴史的風致維持向上計画に旧森家住宅の活用を位置づけ、また令和3年には旧森家住宅を歴史的風致形成建造物に指定し、活用検討ワーキングや、特別公開などのイベントを通じて活用方法を検討してきた。

活用検討ワーキングにおいては、「１．歴史を受け継ぎ、活かす」「２．まちに開く」「３．新しいことを生み出す」「４．人、ものを育てる」「５．情報をやり取りする」、という活用の５つの柱をたてた。その方針のもと、旧森家住宅を内子町歴史観光交流拠点施設（以下「施設」という。）として改修。交流人口の拡大を促進するとともに、町民と来訪者の相互交流の場を提供することで、地域活性化に資する施設として保存活用する。
当該施設の設置及び運営は、町が尊重してきた歴史・文化を活かすことで、施設の稼ぐ力を向上させながら、町全体の歴史・文化の保全、豊かな生活環境の維持発展に寄与することを目的とする。また地域における新たなチャレンジを支え、新たな関係性を構築することで、施設及びその周囲の商店街、さらには町全体の経済の活性化を実現し、町の歴史・文化を今後も維持発展させることを目指す施設とする。
3. 施設の管理に関する基本的な考え方
（１）管理運営に関する基本理念
指定管理者制度は、従来の公の施設の管理委託制度とは異なり、指定管理者が施設の管理権限と責任を有し、施設の管理を代行する制度である。そのため、指定管理者は自らの責任と判断によって、施設の適正な管理を確保しつつ、住民サービスの向上を図っていく必要がある。

町は、施設の設置者として、必要に応じ指定管理者に対して管理運営に関する指示等を行うものとする。
（２）管理運営にあたっての留意事項
指定管理者は、管理運営を行うにあたり、次の項目に留意しなければならない。
①地方自治法その他の関係法令を遵守し、施設の目的及び機能に基づいた管理運営を行うこと。
②公の施設であることを常に念頭において、施設のみの成功だけではなく、地域の稼ぐ力の向上に資するよう波及効果を生み出す運営を行うこと。

③事業計画書等に基づき、利用者が快適に施設を利用できるよう適正な管理運営を行うとともに、効率的かつ効果的な管理運営を行い、適正な収入の確保と経費の縮減に努めること。

④施設が最大限有効活用されるよう利用促進に努めるとともに、利用者の意見や利用状況を管理運営に反映させ、利用者の満足度を高めていくこと。

⑤施設内での利用者の安全に配慮し、事故防止に努めること。

⑥町と密接に連携を図りながら管理運営を行うとともに、町の施策に対し積極的に協力するよう努めること。

⑦管理運営を行うにあたり地域との連携・協調に努めること。

⑧緊急時の対応

ア．指定管理者は、災害時、緊急時の利用者の避難、誘導、安全確保、必要な通報等について的確な対応を行うこと。

イ．利用者の急な病気、けが等に対応できるよう近隣の医療機関と連携し、的確な対応を行うこと。

ウ．施設内での火災、犯罪等の防止に努めるとともに、発生時には的確に対応すること。

⑨帳簿の記帳

指定管理者は、管理運営に係る収入及び支出の状況について、適切に帳簿に記帳するとともに、当該収入及び支出に係る帳簿及び証拠書類等については、帳簿について10年間、証拠書類等について５年間保存すること。

また、これらの関係書類について、町が閲覧を求めた場合は、これに応じるものとする。

⑩環境への配慮の推進

省エネルギーに努めるとともに廃棄物の発生を抑制し、環境に配慮した管理を行うこと。

4. 指定管理者の指定期間
令和８年４月から令和13年３月までの５年間を指定管理者の期間として予定する。
この間に客座敷、米蔵、駕籠蔵、茶室の４棟及び多目的広場の整備を進めることとなるが、工事進捗等によって整備・引き渡し・開館時期は変更となる場合がある。その場合、変更となる時期について事前に協議するが、町はそれに伴う補償は一切しないこととする。施設への立ち入り可能日は、原則、建設工事引き渡し日以降とする。
なお、令和７年9月ごろから令和８年３月31日までは指定管理予定者とし、別に定める運営実証事業を行うこととする。
5. 業務の範囲と内容
指定管理者業務の範囲と内容は運営実証事業委託業務の中で作成する管理運営計画に基づき決定することとするが、以下の業務を想定する。なお、（１）～（３）を指定管理業務、（４）は指定管理業務以外の自主事業とする。
（１）運営業務
①利用の受付・許可・記録業務
施設（テナント、チャレンジショップ、交流スペース、多目的室、多目的広場すべてを対象とする）の新規利用希望者からの申請の受付をし、申請内容を審査したうえで許可又は不許可を行うこと。
利用者に対し、施設の利用方法について十分な説明を行うこと。
利用実績（利用主体・期間等）を記録し、事業報告書等の提出と合わせ、町に提出すること。
②利用料金の徴収業務
指定管理者は、利用者から施設等利用料金を徴収し、領収書を発行すること。
指定管理者は、内子町歴史観光交流拠点施設条例第10条に則して、利用料金を減額し、又は免除することができる。
③利用の制限に関する業務
指定管理者は、利用者が内子町歴史観光交流拠点施設条例又はこれに基づく規則に違反したときは、利用の許可を取り消すことができる。
④利用料金の還付
指定管理者は、内子町歴史観光交流拠点施設条例第11条により既納の利用料金は、特別の事由があると認める場合のほか、還付しない。

⑤入退去管理・指導業務
利用者の入退去に係る日程調整及び必要な工事調整を行うこと。
退去時に、利用者による施設内部の変更等があった場合、利用者の負担で原状回復するよう指導すること。なお、原状回復の範囲については、「7.管理運営に要する費用（２）①費用の負担」を基に、町との協議により決定する。

⑥新規利用者の誘致業務
施設の稼働を高めるため、空き室等がある場合等は、新規利用者の誘致のための取り組みを行うこと。取り組みの方法については、指定管理者の提案とするが、費用負担増とならないよう留意し、実施すること。
⑦テナント、チャレンジショップ利用者への支援業務
テナント、チャレンジショップ利用者に対し、その売上の向上につながる支援を行う。
⑧施設の窓口等の業務
施設における利用者への対応や、電話・メールなどでの問い合わせなどへの対応を行う。要望・苦情等については内容を確認し、対応方法・顛末等について報告を行う。また受付における処理困難事案の町職員への引継ぎを行う。
⑨光熱水費の徴収・管理・支払業務
施設の光熱水費は指定管理者が一括で支払うこと。
利用者が専用利用する範囲の光熱水費は、その実費を指定管理者が各利用者に請求するとともに、徴収した金額は指定管理者の収支決算書の収入には計上せず、経費から減額すること。
専有利用する範囲以外に係る光熱水費については、年度終了後にその過不足額を実費精算する方法や町が直接負担する方法等があるが、詳細は協議により決定するものとする。

⑩施設広報活動業務
施設の利用促進のため、指定管理予定者期間に制作した施設HPの更新及び管理を行う。また、運営実証事業委託業務における受託者の提案に基づき、町と協議のうえその方法・内容を決定した各種媒体により事業の広報・宣伝を行う。
⑪その他施設の管理に関し、町長が必要と認める業務

運営実証事業における各種検討・実証業務を踏まえ、その他に施設の効用を高める管理業務が提案され、町長が必要と認めた場合においては、当該に業務についても実施すること。
当該業務の役割分担・費用負担等については、指定管理協定の締結前に町・指定管理予定者の協議により、決定する。

（２）維持管理業務
①施設保守管理業務
指定管理者は、施設を適切に運営するため、日常的に施設の点検を行い、仕上げ材の浮きやひび割れ、はがれ、カビ等が発生しない状態を維持し、かつ美観を維持することに努めるとともに、建物等に不具合を発見した際には、速やかにその改善が図られるよう適切に対処すること。
②保守点検業務
指定管理者は、付属施設等の安全の確保及び適切な管理運営のため、法定点検及び機能維持のための外観点検、機能点検、整備業務等を行うこと。必要な内容については、運営実証事業において作成した「総合維持管理業務仕様書（案）」に基づき、行うこと。
また、故障等の発生や短期間のうちに故障が発生すると見込まれる場合は、速やかにその改善が図られるよう適切に対処すること。
③修繕業務
施設及び設備・備品等が短期間のうちに破損、損壊し、安全確保及び適切な管理運営のため、応急的な修繕を行う必要がある場合は、速やかに修繕方法の検討及び見積作成等を行い、町に提出するものとする。

指定管理者は町との協議のうえ、速やかに修繕を行うこと。なお、１件の見積額が30万円以上の大規模な修繕は町の費用負担とする。
④備品管理業務
指定管理者は、町の所有する備品については、備品台帳等により適切に管理すること。また、町の所有する備品について、利用に支障をきたさないよう管理を行うとともに、不具合が生じた場合は、町に報告するとともに速やかにその改善が図られるよう適切に対処すること。
⑤植栽管理業務
指定管理者は、植栽樹木等の維持管理にあたっては、美観及び衛生において良好な状態に保つため、散水、施肥、害虫駆除、剪定、除草等の必要な措置を講ずること。
⑥清掃業務
指定管理者は、施設等において良好な衛生環境、美観の維持に心がけ、公共施設として快適な空間を保つために必要な清掃業務を行うこと。
⑦廃棄物処理業務
施設から発生した廃棄物・清掃等で発生した廃棄物は、施設内に集積した後、関係法令に準じて適正に処理すること。

廃棄物の資源化、発生の抑制に努められるよう、施設の利用者に対し、分別のルールや役割分担等の必要な指導をすること。
⑧保安警備業務
指定管理者は、防火管理者を置き、防犯、防火及び防災に万全を期し、利用者が施設を安全かつ安心して利用できるよう施設の保全に努めること。

⑨その他の業務
指定管理者は、施設の維持管理業務の実施状況を記録した業務日誌を作成するとともに一定期間保管し、町の求めがあったときは閲覧に供すること。
（３）施設の効用を高める事業
運営実証事業において、企画・提案を行い町が承認した施設の効用を高める事業に関する業務を実施すること。
実施した実証事業の効果や、その後の地域情勢の変化を踏まえ、より有効な手法についても検討・提案し、町と協議のうえ、当初計画から変更することも可とする。
なお、本業務を提案事業（指定管理者に提案を求め、町が対価を支払う業務）又は自主事業（指定管理者が自ら企画・立案して、自己資金で実施する事業）とするかも含めて、運営実証事業において町と協議することとする。
（４）自主事業
上記（１）～（３）の業務のほか、施設の設置目的に合致し、かつ、指定管理者が業務の実施を妨げない範囲で、自由な発想、創意工夫により施設の利用率向上や町民の福祉向上を図るためにイベント等を含む各種事業を自主的に行うことができる。なお、自主事業は、事前に町と協議のうえで決定し、事業に係る経費は指定管理者の負担とする。
6. 管理運営の基準
（１）組織体制及び人員配置
指定管理者は、管理運営業務を実施するために必要な業務執行体制を確保するとともに、労働基準法等関係法令を遵守し、管理運営を効率的に行うための業務形態にあった適正な人数の職員を配置すること。

なお、職員の勤務体制は、施設の管理運営に支障がないように配慮するとともに、利用者の要望に応えられるようにすること。
（２）営業時間及び休館日
駐車場を除く施設全体は週1日休館とし、午前9時から午後5時の開館を基本とするが、テナント等からの要請がある場合や、受託者からの提案がある場合は町と協議のうえで決定するものとする。季節によって営業時間を変更する提案も可とする。
駐車場は24時間利用可能とするが、その管理運営方法については、受託者からの提案に基づき、町と協議のうえで決定するものとする。
館内清掃や設備メンテナンス、職員研修などの理由から、特に必要がある場合は週1日以外の休館日を設ける提案も可とする。
指定管理者が特に必要があると認めたときは、町長の承認を得て、臨時に休館又は営業時間を変更できるものとする。
なお、施設の開館時間は、施設管理業務にあたる人員を１人以上常駐させるものとする。
（３）業務委託等
業務を一括して第三者に委託又は請け負わせてはならない。ただし、町の承認を得た場合は、第三者に業務の一部を委託又は請け負わせることができる。業務の委託等を発注する際には、作業計画書、報告書の提出、履行確認及び検査不合格の場合の措置等の事項について、契約書に明記すること。
（４）事業計画書の作成
指定管理者は、毎年度１１月末までに翌年度の管理運営業務に関する事業計画書を作成し、町に提出すること。また、作成にあたっては事前に十分に町と調整を図ること。
（５）予算資料の作成
指定管理者は、町が施設の管理運営にかかる予算を措置するために必要とする資料を作成すること。なお、具体的な資料の内容、提出時期（１１月頃）については、別途指示する。
（６）事業報告書の作成
①年次報告書

指定管理者は、毎年度終了後６０日以内に管理運営業務に関する事業報告書を町に提出すること。事業報告書の主な内容は次のとおりとする。なお、詳細については町と指定管理者が締結する協定で定める。

ア．管理運営業務の実施状況及び利用状況

イ．利用料金等の収入実績
ウ．管理経費の収支状況
エ．その他、町が指示する事項
②月次報告書

指定管理者は、毎月報告書を作成し、翌月の10日までに町に提出すること。報告書の詳細は、町として指定管理者が締結する協定で定める。

（７）関係法令の遵守
指定管理予定者・指定管理者は、次に挙げる関係法令のほか、業務を遂行するうえで関連する法令がある場合はあわせて遵守しなければならない。

また、関係法令に基づき、必要な資格者・責任者を配置すること。
①地方自治法

②内子町歴史観光交流拠点施設条例

③内子町歴史観光交流拠点施設条例施行規則

④その他関係法令、条例、規則
（８）関係機関との連絡調整
指定管理者は、関係機関との連絡調整を図ること。

（９）指定期間終了後の引継

指定管理者は、指定期間終了後若しくは指定の取り消し等により次期指定管理者へ業務を引き継ぐ際は、円滑な引き継ぎに協力するとともに、必要なデータ等を遅滞なく提供するものとする。また、新旧指定管理者は業務引継ぎが完了したことを示す書面を取り交わし、町に対してはその写しを提出すること。
7. 管理運営に要する費用
（１）基本事項
施設では、地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の2第8項及び内子町歴史観光交流拠点施設条例の規定による利用料金制度を適用する予定であるため、指定管理者は、施設を利用して製造又は販売する者や施設を占用により利用する者等が支払う施設の利用料金を自らの収入とすることができる。

利用料金の額及び減免の有無は、内子町歴史観光交流拠点施設条例で定める額の範囲内で、あらかじめ町の承認を得て定めること。
施設の管理運営に要する人件費、維持管理費（専用部に係る水道光熱費等は含まない）、事務費等の経費は、利用料金のほか、町が支払う指定管理料、その他収入（自主事業による売上など）をもって、指定管理者が負担することとする。
（２）特記事項
①責任分担
	項　　　目
	指定管理者
	町

	施設（建物・設備・備品）の修繕
	大規模
	
	〇

	
	小規模
	〇
	

	施設（建物・設備・備品）の保守点検、管理
	〇
	

	施設火災に対する保険の加入
	
	〇

	施設・第三者に対する保険加入
	〇
	

	施設利用者からの苦情等への対応
	〇
	

	建物所有者の責任による遅延・中止
	
	〇

	事業者の事業放棄・破綻
	〇
	

	資金調達・金利負担
	〇
	

	物価の変動
	〇
	

	施設の維持管理（植栽の手入れ・清掃等を含む）
	〇
	

	政策変更等による事業への影響
	
	〇

	内子町の事由による指定管理者業務の経費の増加
	
	〇

	天災等不可抗力による修繕等
	協議事項

	利用者の被災・損額
	協議事項

	利用料金等の盗難・紛失
	〇
	

	事業終了時の費用（指定管理者業務の期間が終了した場合又は期間途中における業務を停止した場合における事業者の撤収費用）
	〇
	


　　　　※大規模な修繕とは、１件の見積額が30万円（消費税及び地方消費税を含む）以上のものとする。
　　　　②費用負担
	経　費
	指定管理者
	町

	 光熱水費
	〇
	

	 電話料金
	〇
	

	 警備業務委託料金
	〇
	

	 リース等使用料
	〇
	

	 清掃業務委託料
	〇
	

	 火災保険料
	
	〇

	 消防設備保守点検料
	
	〇

	 自家用電気工作物保安管理業務委託料
	
	〇


③管理運営に必要な備品の購入・管理等
ア．管理運営に必要な備品の定義
管理運営に必要な備品のうち、指定管理者が管理運営業務を実施するにあたって必要となり、かつ比較的長期間にわたって、その性質及び形態を変えることが少なく、使用できるもので、１点購入金額５万円以上の物品とする。
イ．管理運営に必要な備品等の購入
管理運営のために必要な備品については、町と協議のうえ、町が必要と認めた場合に限り、町が購入し、指定管理者に無償で貸与する。

管理運営に必要な消耗品の購入は、全て指定管理者の費用負担により行うものとする。
ウ．管理運営に必要な備品の管理
管理運営のために必要な備品の管理は指定管理者の責務とし、指定管理者は、備品台帳を整備するとともに、備品の点検・保守を行い、不具合の生じたものについては、随時、修繕更新を行うものとする。

8. モニタリング
町は指定管理者から提出された年次報告書及び月次報告書に基づき、施設の運営状況等を確認する。指定管理者は、業務を円滑に実施するため、施設利用上の問題等の解決策を検討し、必要に応じて、町への情報交換や業務の調整を図ること。指定管理者は、意見箱を設置するなどして、利用者ニーズの把握を行うこと。
9. その他管理運営に必要な業務の基準
（１）個人情報保護
指定管理者は、施設の管理運営を行うにあたり、個人情報を取り扱う場合は、その取り扱いに十分留意し、個人情報の適切な管理のために必要な措置を講ずること。
（２）情報公開
指定管理者は、公の施設の管理に関する情報の公開を行うために必要な措置を講ずること。
（３）監査
内子町監査委員等が町の事務を監査するにあたり、必要に応じ指定管理者に対し、実地に調査し、又は必要な記録の提出を求める場合がある。
（４）立入検査
内子町は、必要に応じて施設、設備、物品、各種帳簿等の検査を行うことができる。
10. 疑義についての協議
解釈について疑義を生じたとき又は特別の定めのない事項については、町と指定管理者の協議の上、これを定めるものとする。
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